
平成31年度 ＮＰＯ関連予算総括表
（復興（震災・原発事故）関連事業）

厚生労働省



復興(震災・原発事故)関連事業          平成３１年度：ＮＰＯ関連予算総括表 

省庁名 厚生労働省 
                                                                
平成 31 年度 

NPO 関連予算の特徴 

昨年度と同様、長引く原子力災害の影響・避難生活の長期化等を踏まえ、 

被災者の生活再建のステージに応じた切れ目ない支援の実現を図るために要する予算を確保した。 

連

番 
事業名 

新・継 

区分 
施策・事業概要 

31 年度予算額 

(百万円) 

30年度予算額 

(百万円) 

補助率 

上限額 
実地主体 

公募スケ

ジュール 
申請方法 照会窓口 

30 年度 NPO

への実績 
備考 

1 原子力災害対

応雇用支援事

業 

継続 福島県及び同県内の市町村に対し資金

を交付することにより、震災等の影響に

よる失業者の一時的な雇用機会を創出

する。 

（ 1,001 の内

数） 

（1,549 の内

数） 

福島県及び

同県内の市

町村から委

託費として

支給 

＜実施主体＞ 

福島県及び同県内の

市町村 

＜委託先＞ 

民間企業 

ＮＰＯ法人等 

実 施 主 体

に よ り 異

なる 

実施主体

により異

なる 

実施主体の担

当課 

年度終了後

に集計 

 

資料１ 

2 被 災 者 見 守

り・相談支援事

業（被災者支援

総合交付金） 

継続 東日本大震災の被災者が、現に居住する

地域において、安心して日常生活を営む

ことができるよう、被災者の心のケアや

孤立防止のための見守り支援を行うと

ともに、これに併せて日常生活上の相談

支援などの孤立防止等のために必要と

なる支援を一体的に提供する体制の構

築を図る。 

（17,661 の内

数） 

（19,016の内

数） 

10/10 ＜実施主体＞ 

岩手県、宮城県、福

島県及び管内市町村 

＜委託先＞ 

NPO 法人等 

実 施 主 体

に よ り 異

なる 

実施主体

により異

なる 

実施主体の福

祉担当課 

― 資料２ 

合計  

(内数事業を除く) 

― ― － 

(増減額) 

－ 

(増減率％) 

－ 

－ 

 

― ― ― ― ― ― ― 
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